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対策導入推進のための手法開発 
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服部 敦   天野 邦彦 

（キーワード）  水害リスク評価、建物浸水、気候変動適応策 

 

１． 家屋・家財の水害リスク低減対策を進展させる 

近年の温暖化の影響と甚大な水害の発生を鑑みる

と、河川における治水施策を着実に進捗させるとと

もに、その整備水準を超過する洪水に対して流域で

取り得る諸施策を総動員して水害リスクを低減させ

ることが重要であろう。人的被害低減については、

情報提供や避難など対策の進展が目覚ましい。以下

では、家屋・家財の浸水対策をさらに加速させるこ

とを目標として、戸別対策導入を推し進め、それに

より地域の総被害を低減させるアプローチによる水

害リスク低減手法について研究した成果を報告する。 

２．対策の導入実現性と水害リスク低減効果の両立 

戸別対策として家財の高所移設、防水板(壁)およ

び宅地嵩上げを主対象とした。一般に水害リスクが

高い、すなわち家屋・家財が高額かつ浸水の発生確

率・水深が大きいほど費用に見合った便益が見込め、

対策の導入実現性が高くなるであろう。 

また地域の観点からは、水害リスクが大きく、高

い実現性を有する建物が多くを占め、かつそれらの

総被害低減額(総便益）が大きな地域において優先的

に対策を進めるのが効果的と考えられる。 

 提案した手法は、導入実現性を費用便益比で評価

し、上記の条件に合致する地域と建物(住居・事業種

別）および戸別対策の種類を選定するものである（図

-1参照）。本手法は、図-2に結果の一例を示す建物

種別の水害リスク評価に基づいている。各建物の資

産(脆弱性)と立地(ハザード)を反映して水害リスク

(確率年と被害額の関係)が推算される。 

３．成果の活用 

 本研究の報告書1)は、実務適用の利便性を考慮し、

調査・計画・対策推進の段階に対応した章立てとし

ている。対策推進(5章)では、国内外の先進事例と都

市計画・建築・住宅等の制度をとりまとめている。

建物・地域の特徴に応じた対策検討への活用が期待

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 リスク評価に基づく戸別対策の導入推進手法 

 

図-2 建物種別の水害リスク評価(コンビニの一例) 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.1080 364p. 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1080.htm 
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１．はじめに 

地震発生直後に有用な情報の迅速な取得は容易で

はない。適切な初動体制を構築するには、被害状況

の把握が必須である。国総研では、迅速で的確な情

報収集を目的にスペクトル分析情報、既設のCCTVカ

メラ及び合成開口レーダ（SAR）等を用いたインフラ

被災情報のリアルタイム収集・集約・共有技術の開

発に取り組んできた。（国総研レポート2019参照） 

本稿では、本研究で開発した技術の運用状況を、

2019年度に発生した災害事例を挙げて紹介する。 

２．スペクトル分析情報の配信 

 国総研がSIPで開発した情報分析・意思決定支援

システム1)は、地震発生直後に「スペクトル分析情

報」を作成、自動配信するものである。 

過年度では地震発生から情報配信までに15分程度

要しており、システム不具合等で配信不能となる事

態も発生していたが、防災科研との共同研究により

情報取得体制の改良を行うことで、2020年1月現

在、地震発生後6分～7分でスペクトル分析情報の安

定した配信が可能となっている。 

図-1は2019年12月19日15時21分に青森県東方沖で

最大震度5弱の地震が発生した際に配信したスペク

トル分析情報の一部である（15時28分配信）。強震

記録が得られた観測点の内、計測震度上位10地点の

加速度応答スペクトルと被害発生ラインを比較する

ことで、被害の規模感を把握することが可能となっ

ている。スペクトル分析情報は、図-1の他、震度分

布図や被害発生ラインの見方、近年の代表的な被害

地震の特徴等を記載した3枚組のpdfで配信してい

る。 

 今年度から、スペクトル分析情報は地方整備局の

道路管理班等にも配信され、震後道路点検の必要性

判断への活用が検討されている。 

３．効果的にSAR画像を活用するための技術 

防災担当者が衛星SAR画像を用いて崩壊地等を効

率的に判読できるSAR画像判読支援システムの開発

を行った。衛星SARを用いることで、悪天候時や夜

間といったヘリ等による災害把握が難しい状況下で

あっても、安定的に広域の画像情報を得ることが可

能となる。 

土砂災害研究部では本システムを試行的に活用す 

るなど、広域での豪雨災害や地震災害等の発生直後 
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図-1 スペクトル分析情報（一部抜粋） 
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に大規模崩壊地等の緊急的なSAR画像判読を行って

きた。2019年10月の台風19号による豪雨災害（図-

2）や6月の山形県沖地震等の直後には、ヘリ等によ

る現地調査に先立ち、衛星SAR画像による崩壊地判

読を行った。その結果を本省、地方整備局に提供す

ることで災害対応に活用された。 

また、今後さらなる活用が想定される地方整備局

の防災担当者に対して、SAR画像判読を実施できる

よう全国で研修等を行い、システムの活用・操作方

法を習得してもらうとともに、研修等で実際に判読

を行うことで操作性や実効性等についての改善意見

の収集等を行った。また、JAXA（宇宙航空研究開発

機構）との共同研究を実施することで、緊急時に

SAR画像等の提供を効率的に行うための検討や共同での

SAR画像判読及び結果の確認等を行った。その成果と

して、SAR画像による崩壊地等の判読のための技術

的な知見をまとめた国総研資料の作成を行った2)。 

このように衛星SAR画像を活用した緊急時におけ

る効果的な災害把握に向けた取り組みを進めている。

４．CCTVカメラの試験運用状況 

国土交通省がインフラ管理のため全国に設置して

いるCCTVカメラの映像は、発災直後の被害把握にも

活用されている。しかし、被害状況を把握するため

にはカメラを１台ずつ手動で操作する必要があり、

時間を要する。そこで、地震発生直後に(a)カメラを

自動旋回させパノラマ画像を作成する機能、(b)膨大

な画像情報から被害の有無を自動で判定するための

機能を実装したシステムの開発に取り組んでおり、

今年度は試験運用と来年度の実運用に向けた開発を

実施している。 

(1)パノラマ画像を作成するシステムの試験運用 

情報分析・意思決定支援システムは、地震発生時

に市町村毎に震度を整理している。震度４以上の揺

れを受けた市区町村に設置されているCCTVカメラを

抽出し自動的にパノラマ画像を作成するシステムを

試験運用している。今年度4月から2020年2月までに、

パノラマ作成対象のCCTVカメラで震度4以上が観測

された地震が3回発生しており、それぞれパノラマ画

像が作成されている。例として、2019年12月14日10

時38分に茨城県北部で地震が発生した際のパノラマ

画像を図-3に示す。 

(2)実運用に向けた開発 

実運用に向けて、パノラマ作成対象カメラの追加、

ハードウェア増強、ログ管理機能強化、メール配信

機能追加等の対応をした実運用システムを開発中で

ある。8地方整備局のカメラを対象に2020年度から運

用を開始する予定である。 

 また、AIを用いた被害画像検出の精度向上の研究

を引き続き実施している。 

５．おわりに 

防災・減災研究推進本部では、本編で紹介した技

術の一層の普及、改善を図っているところである。 

☞詳細情報はこちら

1)情報分析・意思決定支援システム 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jdr/14/2/

14_333/_article/-char/ja 

2) 国総研資料 No.1110

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1

110.htm 

図-3 パノラマ画像（例） 

図-3 SAR画像判読での土砂災害把握事例 

（2019年10月台風19号等（山梨県早川町）） 

SAR画像（赤：崩壊箇所の可能性
青：堆積箇所の可能性）
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